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1. 概要

本資料は，再処理施設，廃棄物管理施設，MOX 燃料加工施設の設計基準対象施設及び再処理

施設，MOX 燃料加工施設の重大事故等対処施設に対する，建物・構築物（本資料においては，

建屋及び屋外機械基礎とし，洞道，飛来物防護ネット並びに排気筒及び換気筒は含まない。）

（以下，「建物・構築物」という。）の耐震計算書を補足説明するものである。 

添付書類「耐震性に関する説明書」のうち，建物・構築物の耐震計算書では，地震応答解

析又は応力解析による評価において，組合せ係数法を適用している評価対象部位がある。 

本資料は，建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性について説明するもの

である。建物・構築物の耐震評価として行う水平及び鉛直方向の荷重の組合せを考慮した評

価において，水平及び鉛直方向のそれぞれの最大値をもとに組合せ係数法を適用した評価値

（以下，「組合せ係数法による評価値」という。）と水平及び鉛直方向の地震応答の時刻歴

を時々刻々組合せて算定した時刻歴の最大値をもとにした評価値（以下「時刻歴和による評

価値」という。）の比較を行うことで，組合せ係数法の適用性を確認する。 

本文では，上述の評価対象部位について，組合せ係数法の適用性を確認するための検討方

針及び検討結果を示す。なお，検討結果の詳細は別紙に示す。 

また，本資料は，今回設工認申請（令和2年12月24日申請）のうち，以下の添付書類の補足

説明をするものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-2-1-1-1 安全冷却水 B冷却塔の耐震性に関する計算書」のう

ち「b. 安全冷却水 B冷却塔基礎の耐震計算書」

・ＭＯＸ燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-1-1-2 燃料加工建屋の耐震計算書」
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  評価対象部位及び検討概要 

建物・構築物の耐震評価に考慮する荷重の組合せにおいては，以下に示す組合せ係数法を

適用し，水平及び鉛直方向の地震力が同時に不利な方向に作用するものとして評価を実施し

ている。 

 

① : 1.0×水平地震力による荷重＋0.4×鉛直地震力による荷重 

② : 0.4×水平地震力による荷重＋1.0×鉛直地震力による荷重 

 

S クラス施設の間接支持構造物である建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処施設

の間接支持構造物である建物・構築物のうち，耐震評価に組合せ係数法を用いている評価対

象部位を第 1.1-1 表に示す。組合せ係数法を用いて評価している部位は，地盤，基礎スラブ，

上部構造物に分類される。評価対象部位のうち，地盤については地震応答解析に基づいて接

地圧の評価を，上部構造物及び基礎スラブについては応力解析に基づいた断面の評価を実施

している。 

なお，上部構造物のうちセル壁，貯蔵区域の壁，受入れ室の壁，貯蔵室等の壁，検査室の

壁及び重要区域の壁（以下，「セル壁等」という。）並びに耐震壁については，基準地震動

Ss による地震力に対する評価（以下，「Ss 地震時に対する評価」という。）において，水

平方向の地震荷重により求まる各層の最大せん断ひずみ度が許容限界を超えないことを確

認することで，構造強度，機能維持の確認が可能であり，鉛直方向の地震荷重は組合せてい

ない。以上のことから，セル壁等及び耐震壁について Ss 地震時に対する評価は本評価の対

象外とする。 

建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性を検討するにあたっては，まず，

先行発電プラントである東海第二発電所及び柏崎刈羽原子力発電所 7 号機の選定方法に倣

い，評価対象建物・構築物の選定を行う。選定した建物・構築物に対して，組合せ係数法に

よる評価値が，時刻歴和による評価値と同等又は保守的であることを確認し，同等又は保守

的と言えない場合は，時刻歴和による評価値に基づいた評価が及ぼす各部への影響を検討す

る。その結果，許容限界に対して十分な余裕を有することを確認することにより，組合せ係

数法を適用しても安全上支障がないことを確認する。 

具体的な評価対象建物・構築物の選定方法及び検討方針を「1.2 各評価対象部位の検討

方針」に示す。 

選定した建物・構築物の評価対象部位に対する検討内容の詳細は，「2. 評価対象部位の

検討内容」に示す。 
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第 1.1-1 表 耐震評価に組合せ係数法を用いている建物・構築物及び評価対象部位（1/5） 

建物・構築物 評価対象部位 評価方法 地震動 

燃料加工建屋 

上部構造物 

（重要区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

前処理建屋 

上部構造物 

（セル） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

分離建屋 

上部構造物 

（セル） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

精製建屋 

上部構造物 

（セル） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

ハル・エンド

ピース貯蔵建

屋 

上部構造物 

（貯蔵プール） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動 Sd 

基準地震動 Ss 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

 

  

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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第 1.1-1 表 耐震評価に組合せ係数法を用いている建物・構築物及び評価対象部位（2/5） 

建物・構築物 評価対象部位 評価方法 地震動 

制御建屋 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

主排気筒管理建屋 

基礎スラブ* 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤* 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

緊急時対策建屋 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

主排気筒 

（基礎） 

基礎スラブ* 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤* 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

安全冷却水 

B 冷却塔基礎 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋 

上部構造物 

（セル） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動

Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

ウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建

屋 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

*：本表においては，主排気筒管理建屋及び主排気筒（基礎）について分類上各々の基礎スラブ及び地盤として記載している

が，主排気筒（基礎）の基礎ばり及びフーチング基礎が主排気筒管理建屋の基礎を兼ねる構造となっている。 

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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第 1.1-1 表 耐震評価に組合せ係数法を用いている建物・構築物及び評価対象部位（3/5） 

建物・構築物 評価対象部位 評価方法 地震動 

チャンネルボック

ス・バーナブルポイ

ズン処理建屋 

上部構造物 

（貯蔵室等） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動

Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋 

上部構造物 

（プール） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動

Sd 

基準地震動 Ss 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

安全冷却水系冷却塔

A（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

安全冷却水系冷却塔

B（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

第 1 非常用ディーゼ

ル発電設備重油タン

ク室（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

高レベル廃液ガラス

固化建屋 

上部構造物 

（セル） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動

Sd 

上部構造物 

（貯蔵区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 

弾性設計用地震動

Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

  

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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第 1.1-1 表 耐震評価に組合せ係数法を用いている建物・構築物及び評価対象部位（4/5） 

建物・構築物 評価対象部位 評価方法 地震動 

第 1ガラス固化

体貯蔵建屋東棟 

上部構造物 

（貯蔵区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

第 1 ガラス固化

体貯蔵建屋西棟 

上部構造物 

（貯蔵区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

非常用電源建屋 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

燃料油貯蔵タン

ク基礎 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

冷却塔 A、B

（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

第 1 軽油貯槽

（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

第 2 軽油貯槽

（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

  

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 

8



 

 
7 

 

第 1.1-1 表 耐震評価に組合せ係数法を用いている建物・構築物及び評価対象部位（5/5） 

建物・構築物 評価対象部位 評価方法 地震動 

重油貯槽（基礎） 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

ガラス固化体貯蔵

建屋 

上部構造物 

（貯蔵区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

ガラス固化体貯蔵

建屋 B棟 

上部構造物 

（貯蔵区域） 

応力解析による評価 

（断面の評価） 
弾性設計用地震動 Sd 

基礎スラブ 
応力解析による評価 

（断面の評価） 
基準地震動 Ss 

地盤 
地震応答解析による評価 

（接地圧の評価） 
基準地震動 Ss 

  

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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  各評価対象部位の検討方針 

（1） 地盤及び基礎スラブ 

地盤については地震応答解析に基づく接地圧の評価において，組合せ係数法を採用してい

ることから，地盤の検討においては接地圧に対する組合せ係数法の検討を行う。一方，基礎

スラブについては応力解析における荷重組合せにおいて，組合せ係数法を採用しているが，

接地圧は地盤から基礎スラブへの地震荷重となることから，基礎スラブの検討においても接

地圧に対する組合せ係数法の検討を行う。 

以下に組合せ係数法の適用性を確認するための検討対象建物・構築物の選定，検討手順を

示す。 

 

a. 検討対象建物・構築物の選定 

検討の対象建物・構築物は，第 1.2-1 表に示す建物・構築物があるが，これら建物・構築

物から先行発電プラントである柏崎刈羽原子力発電所 7号機の選定方法に倣い，以下に示す

ように代表建物・構築物を選定する。 

建物・構築物の構造特性は水平方向と鉛直方向で異なり，水平応答と鉛直応答は異なる固

有の周期で振動している。水平地震力と鉛直地震力を各々の解析で算定し，それらを算定す

る際の入力地震動の同時性を考慮することを鑑みれば，建物・構築物の水平方向と鉛直方向

の固有周期が近いほど両者の地震力が接地圧へ与える影響が大きくなることから，組合せ係

数法の適用性に影響することが考えられる。なお，解析上の接地率が小さくなる場合に，基

礎浮上り非線形の影響が大きくなることから，組合せ係数法の適用性に影響することが考え

られる。以上より，建物・構築物の水平と鉛直の固有周期の比が 1.00 に最も近い建物・構

築物及び接地率が最も小さい建物・構築物を評価対象建物・構築物として選定する。概ね全

周期帯の応答が大きく，耐震評価への影響も大きい基準地震動 Ss-A の基本ケースにおける

各建物・構築物の水平と鉛直の固有周期の比及び接地率を整理して第 1.2-1 表に示す。 

第 1.2-1 表より，評価対象建物・構築物として固有周期の比が 1.00 に最も近い第 1 ガラ

ス固化体貯蔵建屋東棟及び第 1ガラス固化体貯蔵建屋西棟を，接地率が最も小さい建物・構

築物として燃料油貯蔵タンク基礎を選定する。 

また，燃料加工建屋についても，新設建屋かつ Sクラス部位を有する建屋であることから，

本検討の対象とする。 

 

b. 検討手順 

検討は，計算書に示す地盤（接地圧）及び基礎スラブの評価に合わせて，基準地震動 Ss に

対して実施することとし，応答スペクトルに基づく地震動（Ss-A），断層モデルに基づく地

震動（Ss-B1，B2，B3，B4，B5）及び震源を特定せず策定する地震動（Ss-C1，C2(NS)，C2(EW)，

C3(NS)，C3(EW)）に対して実施する。 
地盤（接地圧）の検討は 2段階で行う。 

まず，地震動ごと個別に算出した組合せ係数法による最大接地圧が，時刻歴和による最大

接地圧と同等又は保守的であることを確認する。 
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地震動ごと個別の評価値で同等又は保守的といえない場合は，時刻歴和による最大接地圧

が地盤の評価へ及ぼす影響検討を行う。 
また，基礎スラブの検討は 3段階で行う。 

まず，地震動ごと個別に算出した組合せ係数法による最大接地圧が，時刻歴和による最大

接地圧と同等又は保守的であることを確認する。 
地震動ごと個別の評価値で同等又は保守的といえない場合は，設計における基礎スラブへ

の地震荷重の入力という観点で，基準地震動 Ss を包絡し組合せ係数法を適用して算出した

最大接地圧が時刻歴和による接地圧の最大値と同等又は保守的であることを確認する。 
基準地震動 Ss を包絡した評価値で同等又は保守的といえない場合は，時刻歴和による最

大接地圧が基礎スラブの評価へ及ぼす影響検討を行う。 
なお，組合せ係数法による評価値と，水平及び鉛直方向の地震応答の時刻歴和による評価

値の比較は以下の添付書類に示す基本ケースの結果に基づくものであり，使用する計算機プ

ログラムについても以下の資料に準ずる。 

 

地盤及び基礎スラブの検討フローを第 1.2-1 図に示す。 
 

・ＭＯＸ燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-1-1-2 燃料加工建屋の耐震計算書」 

・再処理施設 添付書類「第 1ガラス固化体貯蔵建屋東棟の耐震計算書」，「第 1ガラス固化

体貯蔵建屋西棟の耐震計算書」，「燃料油貯蔵タンク基礎の耐震計算書」 
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第 1.2-1 表 各建物・構築物の固有周期及び接地率（基準地震動 Ss-A，基本ケース） 

（秒） （秒） ⽔平／鉛直 （％）
NS 0.310 1.56 87.1
EW 0.307 1.54 87.4
NS 0.305 1.55 95.1
EW 0.338 1.72 72.2
NS 0.278 1.48 100.0
EW 0.313 1.66 81.5
NS 0.289 1.60 100.0
EW 0.306 1.69 92.1
NS 0.254 1.75 69.3
EW 0.235 1.62 77.0
NS 0.225 1.92 79.3
EW 0.188 1.61 100.0
NS 0.057 3.00 −※2

EW 0.040 2.11 −※2

NS 0.220 1.48 100.0
EW 0.220 1.48 100.0
NS 0.974 4.97 75.0
EW 0.974 4.97 75.0
NS
EW
NS 0.218 1.58 98.8
EW 0.223 1.62 76.2
NS 0.218 1.60 75.3
EW 0.218 1.60 67.7
NS 0.196 1.44 100.0
EW 0.204 1.50 100.0
NS 0.235 1.33 100.0
EW 0.244 1.38 100.0
NS 0.094 1.59 100.0
EW 0.089 1.51 100.0
NS 0.121 1.53 100.0
EW 0.132 1.67 68.4
NS 0.091 1.49 100.0
EW 0.092 1.51 85.8
NS 0.274 1.56 81.3
EW 0.265 1.51 100.0
NS 0.257 1.27 76.9
EW 0.292 1.44 100.0
NS 0.257 1.27 76.9
EW 0.292 1.44 100.0
NS 0.132 1.59 70.8
EW 0.128 1.54 100.0
NS 0.066 1.35 100.0
EW 0.083 1.69 54.7
NS 0.097 2.20 100.0
EW 0.093 2.11 54.8
NS 0.102 1.42 78.4
EW 0.103 1.43 74.6
NS 0.101 1.42 75.4
EW 0.102 1.44 71.1
NS 0.102 1.42 75.0
EW 0.101 1.40 79.1
NS 0.217 1.37 62.6
EW 0.265 1.68 62.1
NS 0.21 1.38 94.2
EW 0.273 1.80 68.4

備考

加⼯施設 燃料加⼯建屋 PA 0.199 代表建屋

施設区分 建物・構築物名称 ⽅向
⽔平
⼀次

鉛直
⼀次

固有周期の⽐※1 接地率※1

再処理施設 前処理建屋 AA 0.197

再処理施設 分離建屋 AB 0.188

再処理施設 精製建屋 AC 0.181

再処理施設 ハル・エンドピース貯蔵建屋 AE 0.145

再処理施設 制御建屋 AG 0.117

再処理施設 主排気筒管理建屋 AP 0.019

再処理施設 安全冷却⽔B冷却塔（基礎）  A4基礎

再処理施設 緊急時対策建屋 AZ 0.149

再処理施設 主排気筒（基礎）  A1基礎 0.196

再処理施設 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 CA 0.138

再処理施設 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 CB 0.136

再処理施設 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋 DC 0.136

再処理施設 使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋 FA 0.177

再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔A（基礎）  F1A基礎 0.059

再処理施設 安全冷却⽔系冷却塔B（基礎）  F1B基礎 0.079

再処理施設 第1⾮常⽤ディーゼル発電設備重油タンク室
（基礎）

 F2基礎 0.061

再処理施設 ⾼レベル廃液ガラス固化建屋 KA 0.176

再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟  KB(E) 0.203 代表建屋

再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋⻄棟  KB(W) 0.203 代表建屋

再処理施設 ⾮常⽤電源建屋 GA 0.083

再処理施設 燃料油貯蔵タンク基礎  GAT基礎 0.049 個別評価

再処理施設 冷却塔A、B（基礎）  G10基礎 0.044

再処理施設 第1軽油貯槽（基礎）  G15基礎 0.072

再処理施設 第2軽油貯槽（基礎）  G16基礎 0.071

再処理施設 重油貯槽（基礎）  G17基礎 0.072

※1：下線部は，固有周期の⽐が1.00に最も近い数値を⼜は接地率が最⼩となる数値を⽰す。
※2：主排気筒管理建屋は基礎を共有している主排気筒（基礎）の接地率による。

廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋 EB 0.158

廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋B棟 EB2 0.152

ハッチング部の整理結果については，

精査したものを後次回申請時に示す。 

ハッチング部の整理結果については，

精査したものを後次回申請時に示す。 
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*1：基本ケース（応答スペクトルに基づく地震動，断層モデルに基づく地震動及び震源を特定せず策定

する地震動）による検討 

*2：基本ケース（応答スペクトルに基づく地震動，断層モデルに基づく地震動及び震源を特定せず策定

する地震動）の地震荷重を包絡した検討 

*3：材料物性のばらつきを考慮した検討 

 

第 1.2-1 図 地盤及び基礎スラブの検討フロー 

  

地盤，基礎スラブ 

第 1.2-1 表に示す建物・構築物 

接地圧の検討*1 

組合せ係数法＞時刻歴和 

地盤 基礎スラブ 

基礎への入力の検討*2 

組合せ係数法＞時刻歴和 

接地圧への影響検討*3 基礎スラブ評価への影響検討*3 

評価終了 

YES 
NO 

YES 

NO 

水平と鉛直の固有周期の比及び接地率が最小となる建物・構築物 
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（2） 上部構造物 

上部構造については応力解析に基づく断面の設計において，組合せ係数法を採用してい

ることから，上部構造の検討においては応力度に対する組合せ係数法の検討を行う。な

お，設計における水平荷重による応力と鉛直荷重による応力の組合せは，第 1.2-2 表に示

すように水平加振方向の壁の軸応力に及ぼす影響が大きいため，水平応答による曲げモー

メントより生じる軸応力度σHと鉛直応答による軸応力度σVの組合せを検討する。 

以下に組合せ係数法の適用性を確認するための検討対象建物の選定，検討手順を示す。 

 

a. 検討対象建物の選定 

検討の対象建物は，先行発電プラントである東海第二発電所の選定方法に倣い，第

1.2-3 表に示す建物のうち，上部構造に作用する鉛直方向の応力に対して水平地震力の影

響を受けやすい，アスペクト比（高さ H／幅 W）の大きいガラス固化体貯蔵建屋 B棟を代表

として検討する。 

また，燃料加工建屋についても，新設建屋かつ Sクラス部位を有する建屋であることか

ら，本検討の対象とする。 

評価対象建物のアスペクト比を第 1.2-3 表に示す。 

 

b. 検討手順 

検討は，計算書に示す上部構造物の評価に合わせて，弾性設計用地震動 Sd 又は基準地震

動 Ss に対して実施することとし，応答スペクトルに基づく地震動（Sd-A，Ss-A），断層モ

デルに基づく地震動（Sd-B1，B2，B3，B4，B5，Ss-B1，B2，B3，B4，B5）及び震源を特定

せず策定する地震動（Sd-C1，C2(NS)，C2(EW)，C3(NS)，C3(EW)，Ss-C1，C2(NS)，

C2(EW)，C3(NS)，C3(EW)）に対して実施する。 

上部構造物の検討は 3段階で行う。 

まず，地震動ごと個別に算出した組合せ係数法による最大軸応力度が，時刻歴和による

最大軸応力度と同等又は保守的であることを確認する。 

地震動ごと個別の評価値で同等又は保守的といえない場合は，設計における上部構造へ

の地震荷重の入力という観点で，基準地震動 Ss を包絡し組合せ係数法を適用して算出した

最大軸応力度が時刻歴和による軸応力度の最大値と同等又は保守的であることを確認す

る。 
基準地震動 Ss を包絡した評価値で同等又は保守的といえない場合は，時刻歴和による最

大軸応力度が上部構造物へ及ぼす影響を検討する。 

なお，組合せ係数法による評価値と，水平及び鉛直方向の地震応答の時刻歴和による評

価値の比較は以下の添付書類に示す基本ケースの結果に基づくものであり，使用する計算

機プログラムについても以下の資料に準ずる。 

また，燃料加工建屋，ガラス固化体貯蔵建屋 B棟の地震応答解析モデルについては別紙

にそれぞれ示す。 
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上部構造物の検討フローを第 1.2-2 図に示す。 

 
・ＭＯＸ燃料加工施設 添付書類「Ⅲ-3-1-1-2 燃料加工建屋の耐震計算書」 

・廃棄物管理施設 添付書類「ガラス固化体貯蔵建屋 B棟の耐震計算書」 
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第 1.2-2 表 上部構造物の組合せ応力 

 

 

 

第 1.2-3 表 評価対象建物のアスペクト比 

 

  

荷重と応⼒の関係 考慮すべき組合せ応⼒⽔平動による応⼒ 鉛直動による応⼒

⽔平応答による
曲げモーメント
より⽣じる鉛直
軸応⼒度σH

⽔平⼒に伴う
⾯内せん断応⼒度τ

鉛直応答による
軸応⼒度σV

⽔平応答による
曲げモーメント
より⽣じる鉛直
軸応⼒度σH

鉛直応答による
軸応⼒度σV

加⼯施設 燃料加⼯建屋 PA 43.27 87.30 0.50 代表建屋
再処理施設 前処理建屋 AA 52.60 69.20 0.76
再処理施設 分離建屋 AB 48.50 63.51 0.76
再処理施設 精製建屋 AC 41.90 70.70 0.59
再処理施設 ハル・エンドピース貯蔵建屋 AE 39.35 48.50 0.81
再処理施設 緊急時対策建屋 AZ 16.80 59.80 0.28
再処理施設 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 CA 31.00 57.57 0.54
再処理施設 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋 DC 32.77 64.66 0.51
再処理施設 使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋 FA 35.40 79.75 0.44
再処理施設 ⾼レベル廃液ガラス固化建屋 KA 36.77 61.32 0.60
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋東棟  KB(E) 30.70 47.00 0.65
再処理施設 第1ガラス固化体貯蔵建屋⻄棟  KB(W) 30.70 47.00 0.65

廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋 EB 30.70 46.00 0.67
廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋B棟 EB2 30.70 34.05 0.90 代表建屋
※：下線部は，アスペクト⽐が最⼤とする数値を⽰す

備考施設区分 建物名称 ⾼さH（ｍ） 幅W（ｍ） アスペクト⽐H/W※

ハッチング部の整理結果については， 

精査したものを後次回申請時に示す。 
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*1：基本ケース（応答スペクトルに基づく地震動，断層モデルに基づく地震動及び震源を特定せず策定

する地震動）による検討 

*2：基本ケース（応答スペクトルに基づく地震動，断層モデルに基づく地震動及び震源を特定せず策定

する地震動）の地震荷重を包絡した検討 

*3：材料物性のばらつきを考慮した検討 

 

第 1.2-2 図 上部構造物の検討フロー 

 

 

 

 

 

 

 

上部構造物 

第 1.2-3 表に示す建物 

アスペクト比が最大となる評価対象建物 

軸応力度の検討*1 

組合せ係数法＞時刻歴和 

軸応力度の検討*2 

組合せ係数法＞時刻歴和 

上部構造物への影響検討*3 

評価終了 

YES 

YES 

NO 

NO 
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2. 評価対象部位の検討内容 

  地盤及び基礎スラブの検討 

ここでは，第 1.2-1 図に示す検討フローにおける組合せ係数法による評価値と時刻歴和に

よる評価値の算定方法の詳細，接地圧が同等又は保守側であることの確認方法及び同等又は

保守側と言えない場合の地盤及び基礎スラブへの影響検討での確認方法の詳細を示す。 
 

（1） 算定方法の詳細 

組合せ係数法による最大接地圧は，水平方向の地震応答解析による最大転倒モーメント及

び鉛直方向の地震応答解析による最大応答軸力に 0.4（組合せ係数）を乗じた鉛直力，又は

水平方向の地震応答解析による最大転倒モーメントに 0.4（組合せ係数）を乗じた転倒モー

メント及び鉛直方向の地震応答解析による最大応答軸力から算定している。 

これに対して，時刻歴和による最大接地圧は，水平方向の地震応答解析による時刻歴転倒

モーメント及び鉛直方向の地震応答解析による時刻歴応答軸力から時刻毎に算定した接地

圧の最大値とする。 

第 2.1-1 図に地盤及び基礎スラブの組合せ係数法の適用性確認フローを示す。 

 

（2） 確認方法の詳細 

a. 地盤 

検討においては基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した

最大接地圧（①），時刻歴和による最大接地圧（②）による両者の比（①／②）が 1.00 を

下回らないことで同等又は保守的であることを確認する。 

同等又は保守的と言えない場合には接地圧の割増を考慮した影響検討を実施する。接地圧

の割増を考慮した影響検討では，各計算書に示す組合せ係数法を適用し，地盤物性のばらつ

きが考慮されている最大接地圧に時刻歴和による接地圧に基づく割増係数を乗じた接地圧

が許容限界を超えないことを確認する。なお，割増係数については基本ケースから求めた①

／②の逆数とする。 

 

b. 基礎スラブ 

検討においては基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した

最大接地圧（①），時刻歴和による最大接地圧（②）による両者の比（①／②）が 1.00 を

下回らないことで同等又は保守的であることを確認する。 

地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した接地圧が同等又は保守的と言えない

場合には，次に基本ケースにおいて基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適

用して算出した接地圧（③），時刻歴和による最大接地圧（②）による両者の比（③／②）

が 1.00 を下回らないことで同等又は保守的であることを確認する。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した接地圧が同等又は

保守的と言えない場合には接地圧の割増を考慮した検討を実施する。接地圧の割増を考慮し

た検討では，各計算書に示す基準地震動 Ss による地震力を包絡した組合せ係数法を適用し，
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地盤物性のばらつきが考慮されている接地圧に，時刻歴和による接地圧に基づく割増係数を

乗じた接地圧が許容限界を超えないことを確認する。なお，割増係数については基本ケース

から求めた③／②の逆数とする。 
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第 2.1-1 図 地盤及び基礎スラブの組合せ係数法の適用性確認フロー 

  

水平方向及び鉛直方向の 

最大応答値*１ 

組合せ係数法による 

最大接地圧の算定*３ 

組合せ係数法の 

適用性の確認 

時刻歴和による算定 組合せ係数法による算定 

地震応答解析 

（基準地震動 Ss） 

水平方向及び鉛直方向の 

時刻歴応答値*２ 

時刻歴和による 

最大接地圧の算定*４ 

最大接地圧の比較 

【応答スペクトルに基づく地震動】 

【断層モデルに基づく地震動】 

【震源を特定せず策定する地震動】 

*１： 

水平：最大転倒モーメント 

鉛直：自重±最大応答軸力 

*３： 

水平：1.0×最大転倒モーメント 

鉛直：自重±0.4×最大応答軸力 

又は， 

水平：0.4×最大転倒モーメント 

鉛直：自重±1.0×最大応答軸力 

*２： 

水平：時刻歴転倒モーメント 

鉛直：自重＋時刻歴応答軸力 

*４： 

水平：1.0×時刻歴転倒モーメント 

鉛直：自重＋1.0×時刻歴応答軸力 
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  上部構造物の検討 

ここでは，第 1.2-2 図に示す検討フローにおける組合せ係数法による評価値と時刻歴和に

よる評価値の算定方法の詳細，軸応力度が同等又は保守側とする確認方法及び同等又は保守

側と言えない場合の上部構造への影響検討での確認方法の詳細を示す。 

 

（1） 軸応力度の算定詳細 

組合せ係数法による上部構造物の軸応力度は，水平方向の地震応答解析による最大応答曲

げモーメントにより生じる軸応力度及び鉛直方向の地震応答解析による最大応答軸力に0.4

（組合せ係数）を乗じた軸応力度，又は水平方向の地震応答解析による最大曲げモーメント

により生じる軸応力度に 0.4（組合せ係数）を乗じた鉛直力及び鉛直方向の地震応答解析に

よる最大応答軸応力度から算定している。 

これに対して，時刻歴和による応答軸応力度の最大値は，選定した地震波を用い，時刻毎

に水平方向の地震応答解析による時刻歴応答曲げモーメントによる軸応力度と鉛直方向の

地震応答解析による時刻歴和による応答軸応力度の和を算定し，軸応力度の最大値とする。 

第 2.2-1 図に上部構造物の組合せ係数法の適用性確認フローを示す。 

 

（2） 確認方法詳細 

検討においては基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した

最大応答軸応力度（①），時刻歴和による最大応答軸応力度（②）による両者の比（①／②）

が 1.00 を下回らないことで同等又は保守的であることを確認する。 

地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した最大応答軸応力度が同等又は保守的

と言えない場合には，次に基本ケースにおいて基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ

係数法を適用して算出した軸応力度（③），時刻歴和による最大応答軸応力度（②）による

両者の比（③／②）が 1.00 を下回らないことで同等又は保守的であることを確認する。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した軸応力度が同等又

は保守的と言えない場合には設計における検定比の割増を考慮した検討を実施する。設計に

おける検定比の割増を考慮した検討では，各計算書に示す基準地震動 Ss による地震力を包

絡した組合せ係数法を適用し，地盤物性のばらつきが考慮されている最大検定比に時刻歴和

による軸応力度に基づく割増係数を乗じた検定比が許容限界を超えないことを確認する。な

お，割増係数については基本ケースから求めた③／②の逆数とする。 
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第 2.2-1 図 上部構造物の組合せ係数法の適用性確認フロー 

  

水平方向及び鉛直方向の 

最大応答値*１ 

組合せ係数法による 

軸応力度の算定*３ 

組合せ係数法の 

適用性の確認 

時刻歴和による算定 組合せ係数法による算定 

地震応答解析 

（基準地震動 Ss 

弾性設計地震動 Sd） 

水平方向及び鉛直方向の 

時刻歴応答値*２ 

時刻歴和による 

軸応力度最大値の算定*４ 

軸応力度の比較 

【応答スペクトルに基づく地震動】 

【断層モデルに基づく地震動】 

【震源を特定せず策定する地震動】 

*１： 

水平：最大応答曲げモーメント 

鉛直：最大応答軸力 

*３： 

水平：1.0×最大応答曲げモーメント 

鉛直：0.4×最大応答軸力 

又は， 

水平：0.4×最大応答曲げモーメント 

鉛直：1.0×最大応答軸力 

*４： 

水平：1.0×時刻歴応答曲げ 

モーメント 

鉛直：1.0×時刻歴応答軸力 

*２： 

水平：時刻歴応答曲げ 

モーメント 

鉛直：時刻歴応答軸力 
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3. 検討結果 

各建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の適用性についての検討結果の概要を第

3-1 表に示す。（検討結果の詳細は別紙を参照） 

建物・構築物の耐震評価において，組合せ係数法を適用して算定した接地圧及び軸応力度は，

時刻歴和による接地圧及び軸応力度の最大値に比べて保守的な値となっていること及び時刻

歴和による評価値が組合せ係数法を適用した評価値を超える場合は，時刻歴和による評価値に

基づく割増係数を考慮した検定比が許容限界を超えないことを確認した。 

以上より，評価対象部位の評価結果に与える時刻歴和による影響がないことから，組合せ係

数法を適用しても安全上支障がないことを確認した。 
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第 3-1 表 組合せ係数法の適用性についての検討結果 

    

 

地盤 基礎スラブ 上部構造物

加⼯施設 燃料加⼯建屋 PA 影響なし 影響なし
影響なし
（0.864）

再処理施設 ハル・エンドピース貯蔵建屋 AE
再処理施設 燃料油貯蔵タンク基礎  GAT基礎 ―

廃棄物管理施設 ガラス固化体貯蔵建屋B棟 EB2
＊1：「組合せ係数法による算定値／時刻歴和による算定値」が1.00を下回らない場合，⼜は「組合せ係数法による算定値
／時刻歴和による算定値」が1.00を下回る場合でも割増係数を考慮した検定⽐が1.00を超えない場合は，「影響なし」と表
記する。

＊２：各計算書に⽰す応⼒解析結果の検定⽐に「組合せ係数法による算定値／時刻歴和による算定値」から算定した割増係
数を乗じた時の値を⽰す。

施設区分 影響評価結果*1*2
建物・構築物名称

ハッチング部の適用性確認結果に 

ついては，後次回申請時に示す。 
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別紙 1 

建物・構築物の耐震評価における組合せ係数法の 

適用性について（燃料加工建屋） 
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別紙 1-1 

1. 概要 

本資料は，燃料加工建屋の耐震評価における組合せ係数法の適用性についての検討結果を示

すものである。 

燃料加工建屋の計算書において耐震評価結果を示す部位としては，耐震壁，地盤（接地圧），

基礎スラブ，重要区域の壁及び床がある。このうち，耐震評価において組合せ係数法を適用し

て耐震評価を行っている，地盤（接地圧），基礎スラブ，重要区域の壁について，検討を実施

する。 
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別紙 1-2 

2. 地盤及び基礎スラブの検討 

 地震波の選定 

添付書類「Ⅲ-3-1-1-1 燃料加工建屋の地震応答解析」に基づき，燃料加工建屋の基準地

震動 Ss による地震応答解析結果のうち，基本ケースの最大接地圧の評価結果を第 2.1-1 表

に示す。第 2.1-1 表より，応答スペクトルに基づく地震動としては基準地震動 Ss-A，断層

モデルに基づく地震動のうち最大接地圧が最も大きくなる基準地震動 Ss-B2（NS 方向），

Ss-B5（EW 方向），震源を特定せず策定する地震動のうち最大接地圧が最も大きくなる基準

地震動 Ss-C1，計 4波に対して組合せ係数法の適用性の確認を実施する。 

 

第 2.1-1 表 燃料加工建屋の基準地震動 Ss による最大接地圧 

基準地震動 Ss 
最大接地圧（kN/m2） 

NS 方向 EW 方向 

応答スペクトルに基づく地震動 Ss-A 968 966 

断層モデルに基づく地震動 Ss-B1 803 923 

断層モデルに基づく地震動 Ss-B2 895 854 

断層モデルに基づく地震動 Ss-B3 888 892 

断層モデルに基づく地震動 Ss-B4 878 786 

断層モデルに基づく地震動 Ss-B5 844 936 

震源を特定せず策定する地震動 Ss-C1 1096 1097 

震源を特定せず策定する地震動 Ss-C2(NS) 697 699 

震源を特定せず策定する地震動 Ss-C2(EW) 697 695 

震源を特定せず策定する地震動 Ss-C3(NS) 812 815 

震源を特定せず策定する地震動 Ss-C3(EW) 823 821 

注：下線部は，応答スペクトルに基づく地震動，断層モデルに基づく地震動，震源を特定せ

ず策定する地震動で，それぞれ最大接地圧が最も大きくなる数値を示す 
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別紙 1-3 

 地盤及び基礎スラブの検討結果 

(1) 地盤 

基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した最大接地圧（①)，

時刻歴和による最大接地圧（②）及び両者の比（①／②）を第 2.2-1 表に示す。なお，参考

として時刻歴和による最大接地圧の算定詳細を，付録「時刻歴和による評価値」に示す。 

地震動ごと個別に組合せ係数法を適用した最大接地圧は，時刻歴和による最大接地圧と比

べて小さい値（最小で Ss-C1 の最大接地圧比（①／②）が EW 方向で 0.97）となっている場

合があるため，時刻歴和による最大接地圧が接地圧評価へ及ぼす影響検討を行う。 

接地圧評価への影響検討結果を第 2.2-2 表に示す。なお，第 2.2-2 表の影響検討結果につ

いては，耐震計算書に示す組合せ係数法を適用し，地盤物性のばらつきが考慮されている最

大接地圧に①／②の逆数である割増係数を乗じることで算出した。 

時刻歴和による最大接地圧を用いた場合でも，許容限界に対して十分な余裕を有すること

を確認した。 

 

(2) 基礎スラブ 

基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した最大接地圧（①)，

時刻歴和による接地圧の最大値（②）との比（①／②）を示した第 2.2-1 表より，接地圧の

最大値の比（①／②）が 1.00 を下回るケースがあることから，基本ケースにおいて基準地

震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した接地圧（③）が時刻歴和に

よる接地圧の最大値（②）と同等又は保守側であることを確認する。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した接地圧（③），時

刻歴和による接地圧の最大値（②）及び両者の比（③／②）を第 2.2-3 表に示す。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した接地圧は，時刻歴

和による接地圧の最大値との比である③／②が 1.00 を下回らないことから保守的な値とな

っていることを確認した。 
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別紙 1-4 

第 2.2-1 表 最大接地圧の比較*1*2 

(a) NS 方向 

地震動 

①組合せ係数法による

最大接地圧 

（kN/m2） 

②時刻歴接地圧の 

最大値 

（kN/m2） 

最大接地圧比*3 

①／② 

Ss-A 968 946 1.02 

Ss-B2(NS) 895 837 1.06 

Ss-C1 1096 1107 0.99 

 

(b) EW 方向 

地震動 

①組合せ係数法による

最大接地圧 

（kN/m2） 

②時刻歴接地圧の 

最大値 

（kN/m2） 

最大接地圧比*3 

①／② 

Ss-A 966 941 1.02 

Ss-B5(EW) 936 941 0.99 

Ss-C1 1097 1121 0.97 

*1：基本ケースの結果 

*2：①組合せ係数法による最大接地圧は水平方向に 1.0×最大転倒モーメント，鉛直方向に自重

±0.4×最大応答軸力を考慮したケース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 

 

第 2.2-2 表 接地圧への影響検討 

 基準地震動 Ss 

(1) 最大接地圧の比の最小値 

（組合せ係数法による最大接地圧

／時刻歴接地圧の最大値） 

0.97 

(2) 割増係数*1（＝１／(1)） 1.04 

(3) 地盤物性のばらつきを考慮し

た最大接地圧 
1231 

影響検討結果*2（(2)×(3)） 1281 

許容限界（kN/m2） 33800 

*1：小数第 3位を保守的に切り上げ 

*2：小数第 1位を保守的に切り上げ 
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別紙 1-5 

 

第 2.2-3 表 最大接地圧の比較*1*2 

(a) NS 方向 

組合せ係数法による最大接地

圧（kN/m2） 

②時刻歴接地圧の 

最大値 

（kN/m2） 

最大接地圧比*3 

③／② 

③包絡 

1134 946（Ss-A） 1.19 

1134 837（Ss-B2(NS)） 1.35 

1134 1107（Ss-C1） 1.02 

 

(b) EW 方向 

組合せ係数法による最大接地

圧（kN/m2） 

②時刻歴接地圧の 

最大値 

（kN/m2） 

最大接地圧比*3 

③／② 

③包絡 

1135 941（Ss-A） 1.20 

1135 941（Ss-B5(EW)） 1.20 

1135 1121（Ss-C1） 1.01 

*1：基本ケースの結果 

*2：③組合せ係数法による最大接地圧は水平方向に 1.0×最大転倒モーメント（NS 方向：Ss-C1，

EW 方向：Sd-C1），鉛直方向に自重±0.4×最大応答軸力（Ss-B3）を考慮したケース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 
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別紙 1-6 

3. 上部構造物の検討 

 地震波の選定 

添付書類「Ⅲ-3-1-1-2 燃料加工建屋の耐震計算書」に示す重要区域の壁の地震時の応力解

析による評価に合わせて，弾性設計用地震動 Sd の中で応答値（応答変位，応答加速度，応答

せん断力，応答曲げモーメント，応答軸力）のいずれかが最大となる地震動に対して実施する

こととし，応答スペクトルに基づく地震動としては Sd-A，断層モデルに基づく地震動として

は Sd-B3，震源を特定せず策定する地震動としては Sd-C1，計 3 波に対して組合せ係数法の適

用性確認を実施する。 

燃料加工建屋の地震応答解析モデルを第 3.1-1 図，第 3.1-2 図にそれぞれ示す。 

  

32



 

 
別紙 1-7 

 

第 3.1-1 図 地震応答解析モデル（水平方向） 

 

第 3.1-2 図 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 

注記 1：○数字は質点番号を示す。 

注記 2：□数字は要素番号を示す。 
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別紙 1-8 

 上部構造物の検討結果 

基本ケースにおいて地震動ごと個別に組合せ係数法を適用して算出した最大軸応力度

（①），時刻歴和による軸応力度の最大値（②）及び軸応力度の最大値の比（①／②）を第

3.2-1 表及び第 3.2-2 表に示す。なお，参考として時刻歴和による最大軸応力度の算定詳細

を，付録「時刻歴和による評価値」に示す。 

軸応力度の最大値の比（①／②）が 1.00 を下回るケースがあることから，それらのケー

スについて，基本ケースで基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算

出した軸応力度（③）が時刻歴和による軸応力度の最大値（②）と同等又は保守側であるこ

とを確認する。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した軸応力度（③），

時刻歴和による軸応力度（②）及び軸応力度の最大値の比（③／②）を第 3.2-3 表及び第

3.2-4 表に示す。 

基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した軸応力度は，時刻

歴和による軸応力度と比べて小さい値（最小で部材番号 5 における軸応力度の最大値の比

（③／②）が EW 方向で 0.94）となっている場合があるため，時刻歴和による軸応力度が上

部構造物へ及ぼす影響検討を行う。 

上部構造物の評価への影響検討結果を第 3.2-5 表に示す。なお，第 3.2-5 表の影響検討結

果については，耐震計算書に示す基準地震動 Ss による地震力を包絡した組合せ係数法を適

用し，地盤物性のばらつきが考慮されている最大検定比に③／②の逆数である割増係数を乗

じることで算出した。なお、割増係数の算定に用いる③／②については最小値である 0.94

とする。 

時刻歴和による軸応力度を用いた場合でも，許容限界に対して十分な余裕を有することを

確認した。 
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別紙 1-9 

第 3.2-1 表 最大軸応力度の比較（NS 方向）*1 

(a) Sd-A 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3 

（①／②） 
①Sd-A 

5 1733*2 1705 1.01 

6 2258*2 2233 1.01 

 

(b) Sd-B3 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3

（①／②） 
①Sd-B3 

5 1471*2 1441 1.02 

6 1944*2 1909 1.01 

 

(c) Sd-C1 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3

（①／②） 
①Sd-C1 

5 2208*2 2343 0.94 

6 3157*2 3302 0.95 

 

*1：基本ケースの結果 

*2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント，鉛直方向に 0.4×最大応答軸力を考慮したケ

ース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 
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別紙 1-10 

第 3.2-2 表 最大軸応力度の比較（EW 方向）*1 

(a) Sd-A 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度 

（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3

（①／②） 

①Sd-A 

5 1593*2 1575 1.01 

6 1979*2 1977 1.00 

 

(b) Sd-B3 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度 

（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3

（①／②） 

①Sd-B3 

5 1337*2 1302 1.02 

6 1661*2 1625 1.02 

 

(c) Sd-C1 

部材 

番号 

組合せ係数法における 

最大軸応力度 

（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3

（①／②） 

①Sd-C1 

5 2024*2 2168 0.93 

6 2755*2 2900 0.95 

 

*1：基本ケースの結果 

*2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント，鉛直方向に 0.4×最大応答軸力を考慮したケ

ース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 
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別紙 1-11 

第 3.2-3 表 最大軸応力度の比較（NS 方向）*1 

(a) Sd-C1 

部材 

番号 

組合せ係数法に 

おける最大軸応力度 

（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3 

（③／②） 

③Sd 包絡波 

5 2229*2 2343 0.95 

6 3181*2 3302 0.96 

*1：基本ケースの結果 

*2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント（Sd-C1），鉛直方向に 0.4×最大応答軸力（Sd-A）

を考慮したケース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 

 

第 3.2-4 表 最大軸応力度の比較（EW 方向）*1 

(a) Sd-C1 

部材 

番号 

組合せ係数法に 

おける最大軸応力度 

（kN/m２） 

②時刻歴軸応力度の 

最大値 

（kN/m２） 

軸応力度の最大値の比*3 

（③／②） 

③Sd 包絡波 

5 2045*2 2168 0.94 

6 2780*2 2900 0.95 

*1：基本ケースの結果 

*2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント（Sd-C1），鉛直方向に 0.4×最大応答軸力（Sd-A）

を考慮したケース 

*3：小数第 3位を保守的に切捨て 
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別紙 1-12 

 

第 3.2-5 表 重要区域の壁の評価結果*1 

方向 

部位 
評価

鉄筋 

解析結果 許容値 

①検定比*2 ②割増係数*3 
①×② 

検定比*4 
判定 標高 

T.M.S.L.(m) 

sσt 

(N/mm2) 

sσs 

(N/mm2) 

ft 

(N/mm2) 

sft 

(N/mm2) 

NS 43.20～35.00 鉛直 105.6 172.8 345 345 0.807 1/0.94=1.07 0.864 OK 

EW 43.20～35.00 鉛直 87.0 183.5 345 345 0.785 1/0.94=1.07 0.840 OK 

注記1：表中の記号は以下とする。 

sσt ：軸力及び曲げモーメントにより生じる鉄筋引張応力度 
sσs ：せん断力により生じる鉄筋引張応力度 
ft ：鉄筋の短期許容引張応力度 
sft ：鉄筋のせん断補強用短期許容引張応力度 

注記2：検定比＝sσt/ft＋sσs/sft 

*1：地盤物性のばらつきを考慮した結果 

*2：小数第 4位を保守的に切上げ 

*3：軸応力度の最大値の比の最小値の逆数，小数第 3位を保守的に切り上げ 

*4：小数第 4位を保守的に切上げ  
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別紙 1-13 

4. まとめ 

燃料加工建屋の耐震評価において，基礎スラブについては組合せ係数法を適用して算出した

接地圧は時刻歴和による接地圧の最大値に比べて保守的な値となっていること，地盤について

は時刻歴和による最大接地圧を用いた場合でも許容限界に対して十分な余裕を有すること，上

部構造物については時刻歴和による軸応力度を用いた場合でも許容限界に対して十分な余裕

を有することを確認した。 

以上のことから，燃料加工建屋の評価対象部位について，組合せ係数法を適用しても安全上

支障がないことを確認した。 
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時刻歴和による評価値 
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付録-1 

1. 時刻歴接地圧の算定 

基準地震動 Ss-A、Ss-B2、Ss-B5 及び Ss-C1 に対する時刻歴接地圧の算定に用いる時刻歴転

倒モーメント及び自重＋時刻歴応答軸力を第 1.-1 図～第 1.-4 図に示す。ここで、応答スペク

トルに基づく地震動 Ss-A では自重±時刻歴応答軸力とする。また、時刻歴接地圧の算定結果

を第 1.-5 図，第 1.-6 図に示す。一部，時刻歴和による最大接地圧が地震動ごと個別に組合せ

係数法を適用して算出した最大接地圧を上回っている場合もあるが，地盤については時刻歴和

による最大接地圧を用いた場合でも許容限界に対して十分な余裕を有すること，基礎スラブに

ついては基準地震動 Ss による地震力を包絡し組合せ係数法を適用して算出した接地圧が時刻

歴和による接地圧の最大値に比べて保守的な値となっていることを，別紙にて確認した。 
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付録-2 

 

 

(a) 時刻歴転倒モーメント（NS 方向） 

 

 

(b) 時刻歴転倒モーメント（EW 方向） 

 

 

(c) 自重＋時刻歴応答軸力 

 

 

(d) 自重－時刻歴応答軸力 

第 1.-1 図 時刻歴転倒モーメント及び自重＋時刻歴応答軸力（Ss-A） 
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付録-3 

 

(a) 時刻歴転倒モーメント（NS 方向） 

 

 

(b) 自重＋時刻歴応答軸力 

 

第 1.-2 図 時刻歴転倒モーメント及び自重＋時刻歴応答軸力（Ss-B2） 
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付録-4 

 

(a) 時刻歴転倒モーメント（EW 方向） 

 

 

(b) 自重＋時刻歴応答軸力 

 

第 1.-3 図 時刻歴転倒モーメント及び自重＋時刻歴応答軸力（Ss-B5） 
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付録-5 

 

(a) 時刻歴転倒モーメント（NS 方向） 

 

 

(b) 時刻歴転倒モーメント（EW 方向） 

 

 

(c) 自重＋時刻歴応答軸力 

 

第 1.-4 図 時刻歴転倒モーメント及び自重＋時刻歴応答軸力（Ss-C1） 
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付録-6 

 

(a) 自重＋NS 方向（Ss-A）＋鉛直方向（Ss-A） 

 

(b) 自重＋NS 方向（Ss-A）－鉛直方向（Ss-A） 

 

(c) 自重＋NS 方向（Ss-B2）＋鉛直方向（Ss-B2） 

 

(d) 自重＋NS 方向（Ss-C1）＋鉛直方向（Ss-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大接地圧 

第 1.-5 図 時刻歴接地圧の算定結果（NS 方向） 
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付録-7 

 

(a) 自重＋EW 方向（Ss-A）＋鉛直方向（Ss-A） 

 

(b) 自重＋EW 方向（Ss-A）－鉛直方向（Ss-A） 

 

(a) 自重＋EW 方向（Ss-B5）＋鉛直方向（Ss-B5） 

 

(a) 自重＋EW 方向（Ss-C1）＋鉛直方向（Ss-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大接地圧 

第 1.-6 図 時刻歴接地圧の算定結果（EW 方向） 
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付録-8 

2. 時刻歴軸応力度の算定 

上部構造物について、弾性設計用地震動 Sd-A、Sd-B3 及び Sd-C1 による時刻歴応答解析結果

から算定した時刻歴軸応力度の算定結果を第 2.-1 図～第 2.-4 図に示す。ここで、応答スペク

トルに基づく地震動 Sd-A では曲げモーメントによる縁応力度±軸力による応力度とする。一

部，時刻歴和による最大軸応力度が地震動ごと個別に組合せ係数を適用して算出した最大軸応

力度を上回っている場合もあるが，時刻歴和による軸応力度を用いた場合でも許容限界に対し

て十分な許容限界に対して十分な余裕を有することを，別紙にて確認した。 
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付録-9 

 

(a) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）+軸力による応力度（Sd-A） 

 

(b) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）－軸力による応力度（Sd-A） 

 

(c) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-B3）+軸力による応力度（Sd-B3） 

 

(d) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-C1）+軸力による応力度（Sd-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大軸応力度 

第 2.-1 図 軸応力度の算定（NS 方向，部材番号 5） 
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付録-10 

 

(a) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）+軸力による応力度（Sd-A） 

 

 

(b) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）－軸力による応力度（Sd-A） 

 

 

(c) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-B3）+軸力による応力度（Sd-B3） 

 

(d) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-C1）+軸力による応力度（Sd-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大軸応力度 

第 2.-2 図 軸応力度の算定（NS 方向，部材番号 6） 
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付録-11 

 

(a) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）+軸力による応力度（Sd-A） 

 

 

(b) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）－軸力による応力度（Sd-A） 

 

(c) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-B3）+軸力による応力度（Sd-B3） 

 

(d) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-C1）+軸力による応力度（Sd-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大軸応力度 

第 2.-3 図 軸応力度の算定（EW 方向，部材番号 5） 
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付録-12 

 

(a) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）+軸力による応力度（Sd-A） 

 

 

(b) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-A）－軸力による応力度（Sd-A） 

 

(c) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-B3）+軸力による応力度（Sd-B3） 

 

(d) 曲げモーメントによる縁応力度（Sd-C1）+軸力による応力度（Sd-C1） 

 

【参考】-----：組合せ係数法による最大軸応力度 

第 2.-4 図 軸応力度の算定（EW 方向，部材番号 6） 
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